
 

議案第２５号 

 

   平成３１年度加西市下水道事業会計予算について 

 

 平成３１年度加西市下水道事業会計予算を、別紙のとおり定める。 

 

  平成３１年２月２７日提出 

 

                         加西市長 西 村 和 平     



平成３１年度

　加西市下水道事業会計予算書





（総　則）

第１条　平成31年度加西市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 人

(2) ㎥

(3) ㎥

(4) 千円

① 千円

② 千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　　　　入

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

支　　　　　　　　　　　　出

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。  （資本的収入額が資本的支出額に対し不

足する額 千円、過年度分

損益勘定留保資金 千円及び当年度分損益勘定留保資金 千円で補てんするものとす

る。）

収　　　　　　　　　　　　入

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

257,401

補 助 金 81,000

工 事 負 担 金 7,398

資 本 的 収 入 1,277,999

企 業 債 932,200

431,328 198,900

営 業 費 用 2,135,892

311,968

1

647,459 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 17,231

2,048,301

営 業 収 益 982,990

営 業 外 収 益 1,065,311

下 水 道 事 業 費 用 2,447,861

ｺ ﾐ ｭ ﾆ ﾃ ｨ ･ ﾌ ﾟ ﾗ ﾝ ﾄ事業 6,800

主要な建設改良事業 541,842

535,042

年間総排水処理量 4,362,900

1日平均排水処理量 11,920

公 共 下 水 道 事 業

特 別 損 失

営 業 外 費 用

下 水 道 事 業 収 益

平成31年度 加西市下水道事業会計予算

出 資 金

排水処理区域内人口 43,600
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支　　　　　　　　　　　　出

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

（企　業　債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利　　率 償　　還　　の　　方　　法

（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、 千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1) 下水道事業費用及び資本的支出の各項に計上された予算に過不足を生じた場合における款内各項の

金額の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費に流用し、又はそれ以外の経費を

その経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

(1) 千円

（他会計からの補助金）

第10条　一般会計及び特別会計からこの会計へ補助を受ける金額は、 千円である。

平成31年 2月27日 提出

加西市長 西 村 和 平

 借入の翌日から据置期間を含め40年以内に半年
賦元利均等又は元金均等償還するものとし、借
入先の融通条件がある時は、これに従うことが
できる。ただし、市財政の都合により償還期限
を短縮し、もしくは繰上償還又は低利債に借換
えすることができる。

412,100千円

5,100千円

下水道事業債

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費 583,377

1,925,458

企 業 債 償 還 金 1,342,081

549,732

1,000,000

コ ミ プ ラ
整 備 事 業 債

事　　　　　項 期　　　間

職 員 給 与 費 43,464

資 本 費
平 準 化 債

限　度　額

在田南部地区公共下水道統合工事 平成32年度 240,000千円

普通貸借
又は

証券発行
年4.0％以内

515,000千円
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　収　　入 （単位　千円）

　　 款 　　 項 　　　目 予定額

1 下水道事業収益 2,048,301 内消費税額 76,294

1 営 業 収 益 982,990 　　〃 76,294

1 使 用 料 957,137 　　〃 76,278

2 他 会 計 負 担 金 25,233

3 そ の 他 営 業 収 益 620 　　〃 16

2 営 業 外 収 益 1,065,311

1 受取利息及び配当金 150

2
他 会 計 補 助 金
及 び 負 担 金

549,732

3 県 補 助 金 2,500

4 長 期 前 受 金 戻 入 507,103

5 雑 収 益 5,826

　支　　出 （単位　千円）

　　 款 　　 項 　　　目 予定額

1 下水道事業費用 2,447,861 内消費税額 64,898

1 営 業 費 用 2,135,892 　　〃 64,898

1 管 渠 費 105,807 　　〃 15,039

2 処 理 場 費 607,974 　　〃 48,561

3 業 務 費 50,849 　　〃 889

4 総 係 費 16,619 　　〃 409

5 減 価 償 却 費 1,333,335

6 資 産 減 耗 費 21,308

2 営 業 外 費 用 311,968

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

292,169

2 消 費 税 19,799

3 特 別 損 失 1

1 過年度損益修正損 1

平成31年度　加西市下水道事業会計予算実施計画

 （収益的収入及び支出）

備　　　　考

備　　　　考

-3-



 （資本的収入及び支出）

　収　　入 （単位　千円）

　　 款 　　 項 　　　目 予　定　額

1 資 本 的 収 入 1,277,999

1 企 業 債 932,200

1 企 業 債 932,200

2 出 資 金 257,401

1 他 会 計 出 資 金 257,401

3 補 助 金 81,000

1 国 庫 補 助 金 81,000

4 工 事 負 担 金 7,398

1 工 事 負 担 金 7,398

　支　　出 （単位　千円）

　　 款 　　 項 　　　目 予　定　額

1 資 本 的 支 出 1,925,458 内消費税額 50,266

1 建 設 改 良 費 583,377 　　〃 50,266

1 管 渠 施 設 費 535,042 　　〃 47,984

2 処 理 場 整 備 費 6,800 　　〃 618

3 固 定 資 産 購 入 費 41,535 　　〃 1,664

2 企 業 債 償 還 金 1,342,081

1 企 業 債 償 還 金 1,342,081

備　　　　考

備　　　　考
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下水道事業会計予算説明書
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　収　　入 （単位　千円）

　款 　項 　 目 節 予 定 額 説　　　　　　　明

1
下 水 道
事業収益

2,048,301

1 営業収益 982,990

1 使 用 料 957,137

下 水 道 使 用 料 698,907 有収水量 ㎥

農 排 施 設
使 用 料

124,144 有収水量 ㎥

コ ミ プ ラ 施 設
使 用 料

134,086 有収水量 ㎥

2
他 会 計
負 担 金

25,233

雨 水 処 理
負 担 金

25,233

3
そ の 他
営 業 収 益

620

手 数 料 442

雑 収 益 178 設計図書売却代金等

2
営 業 外
収 益

1,065,311

1
受 取 利 息
及び配当金

150

預 金 利 息 150 定期預金利息

2
他 会 計
補 助 金

549,732

及び負担金
他 会 計 補 助 金 549,732 一般会計及び特別会計繰入金

3 県 補 助 金 2,500

県 補 助 金 2,500 公共施設誤接続調査補助金

4
長期前受金
戻 入

507,103

補 助 金 391,419 補助金にかかる減価償却費見合額

受 贈 財 産
評 価 額

16,767

工 事 負 担 金 98,917

5 雑 収 益 5,826

そ の 他 雑 収 益 5,826 新規加入金等

　支　　出 （単位　千円）

　款 　項 　 目 節 予 定 額 説　　　　　　　明

1
下 水 道
事業費用

2,447,861

平成31年度　加西市下水道事業会計当初予算説明書

（収益的収入及び支出）

2,665,858

622,541

654,537

責任技術者及び指定工事店登録手数料
等

受贈財産評価額にかかる減価償却費見
合額

工事負担金にかかる減価償却費見合額

雨水整備事業にかかる一般会計負担金
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　款 　項 　 目 節 予 定 額 説　　　　　　　明

1 営業費用 2,135,892

1 管 渠 費 105,807

材 料 費 3,431 補修用常温合材、人孔蓋等

動 力 費 8,764 マンホールポンプ電気代

修 繕 費 33,775 マンホールポンプ制御装置等修繕

通 信 運 搬 費 151 マンホールポンプ通報装置電話代

委 託 料 22,125 マンホールポンプ保守点検委託料等

賃 借 料 31 汚水管占用料

工 事 請 負 費 37,530 マンホール工事等

2 処 理 場 費 607,974

給 料 4,071 職員1名

手 当 1,779 職員1名

賞 与 引 当 金
繰 入 額

520

法 定 福 利 費 1,812 共済組合等負担金

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

99

備 消 品 費 440 備消耗品

被 服 費 27 貸与作業服

光 熱 水 費 955 処理施設水道代

動 力 費 74,556 処理施設電気代

燃 料 費 140 公用車ガソリン代

修 繕 費 97,050 処理場修繕費

手 数 料 32,260 処理場汚泥処分手数料

委 託 料 200,536 処理施設保守点検委託料等

工 事 請 負 費 13,601 農集処理施設廃止工事費

負 担 金 170,000

薬 品 費 10,128 処理施設薬品費

3 業 務 費 50,849

給 料 11,874 職員3名

手 当 5,860 職員3名

賞 与 引 当 金
繰 入 額

1,546

法 定 福 利 費 5,358 共済組合等負担金

流域下水道維持管理負担金

翌年度6月支給賞与当年度負担見込額

翌年度6月支給賞与当年度負担見込額

翌年度6月支給賞与にかかる法定福利
費当年度負担見込額
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　款 　項 　 目 節 予 定 額 説　　　　　　　明

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

291

備 消 品 費 317 備消耗品

被 服 費 54 貸与作業服

印 刷 製 本 費 330 受益者負担金納付書等

修 繕 費 50 事務機器修繕費

通 信 運 搬 費 163 郵便料金

手 数 料 3 口座振替手数料

委 託 料 1,133

負 担 金 23,870

4 総 係 費 16,619

給 料 4,887 職員1名

手 当 2,813 職員1名

賞 与 引 当 金
繰 入 額

646

法 定 福 利 費 2,325 共済組合負担金等

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

123

旅 費 471 職員出張旅費

備 消 品 費 610 備消耗品

被 服 費 27 貸与作業服

印 刷 製 本 費 88 予算書等印刷代

修 繕 費 150 事務機器修繕等

通 信 運 搬 費 36 電話代等

手 数 料 12

委 託 料 2,093 企業会計システム保守委託料等

賃 借 料 225 執務室賃借料

補 償 金 3

負 担 金 529

会 費 分 担 金 528 日本下水道協会負担金等

保 険 料 651 建物共済保険料等

公 課 費 36 自動車重量税

研 修 費 363 職員研修費

貸 倒 引 当 金
繰 入 額

3

翌年度6月支給賞与にかかる法定福利
費当年度負担見込額

農集協会等負担金
執務室使用経費負担金等

翌年度6月支給賞与にかかる法定福利
費当年度負担見込額

接続点精密水質測定委託料等

翌年度6月支給賞与当年度負担見込額

水洗化促進等補助金
使用料徴収事務に係る負担金
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　款 　項 　 目 節 予 定 額 説　　　　　　　明

5 減価償却費 1,333,335

6 資産減耗費 固定資産除却費 21,308

2
営 業 外
費 用

311,968

支 払 利 息
1 及び企業債
取 扱 諸 費

企 業 債 利 息 290,148 企業債償還利息

長 期 借 入 金
利 息

1,000

一 時 借 入 金
利 息

713

リ ー ス 債 務
利 息

308

2 消 費 税 19,799

消 費 税 19,799

3 特別損失 1

1
過年度損益
修 正 損

1

過 年 度 損 益
修 正 損

1

27,478

構 築 物 978,176

機 械 及 び 装 置 246,766

839

292,169

リ ー ス 資 産

建 物

流域下水道施設利用権

公 共 分 52,067

7,363

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

72,713

20,646

工具器具及び備品

特 環 分

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

1,260,622
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（資本的収入及び支出）

　収　　入 （単位　千円）

　款 　項 　 目 節 予 定 額 説　　　　　　　明

1
資 本 的
収 入

1,277,999

1 企 業 債 932,200

1 企 業 債 932,200

下水道事業債 412,100 公共下水道事業

コ ミ プ ラ
整 備 事 業 債

5,100 コミュニティ・プラント事業

資 本 費
平 準 化 債

515,000

2 出 資 金 257,401

1
他 会 計
出 資 金

257,401

他 会 計
出 資 金

257,401 一般会計及び特別会計出資金

3 補 助 金 81,000

1 国庫補助金 81,000

国 庫 補 助 金 81,000 公共下水道事業国庫補助金

4
工 事
負 担 金

7,398

1 工事負担金 7,398

受益者負担金 7,398 下水道事業受益者負担金

　支　　出 （単位　千円）

　款 　項 　 目 節 予 定 額 説　　　　　　　明

1
資 本 的
支 出

1,925,458

1
建 設
改 良 費

583,377

1 管渠施設費 535,042

旅 費 56 職員出張旅費

備 消 品 費 200 備消耗品

燃 料 費 138 公用車ガソリン代

印 刷 製 本 費 104 設計図書印刷製本費等

修 繕 費 100 車両修繕等

手 数 料 1

委 託 料 40,459 長寿命化対策実施設計委託料等
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　款 　項 　 目 節 予 定 額 説　　　　　　　明

賃 借 料 398 積算システムリース料

工 事 請 負 費 454,900

補 償 金 1

負 担 金 38,685 流域下水道建設負担金

2
処 理 場
整 備 費

6,800

委 託 料 6,800

3
固 定 資 産
購 入 費

41,535

土 地 購 入 費 14,000 雨水渠用地購入費

機械及び装置
購 入 費

16,500 マンホールポンプ等

車 両 購 入 費 1,769 軽自動車１台

工具器具及び
備 品 購 入 費

457 業務用パソコン購入費

リ ー ス 債 務
支 払 額

8,809

2
企 業 債
償 還 金

1,342,081

1
企 業 債
償 還 金

1,342,081

42,772

847,373

元 金 償 還 金 1,342,081

公 共 償 還 金

農 集 償 還 金

コミプラ償還金

451,936

コミプラ処理施設機能強化にかかる設
計委託料

雨水渠整備工事、処理場統合工事等
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（単位　千円）

1

当 年 度 純 利 益 △ 391,157  

減 価 償 却 費 1,333,335  

固 定 資 産 除 却 費 21,308  

貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 （△は減少） 3  

賞 与 引 当 金 の 増 減 額 （△は減少） △ 145  

法 定 福 利 費 引 当 金 の 増 減 額 （△は減少） △ 49  

長 期 前 受 金 戻 入 額 △ 507,103  

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 150  

支 払 利 息 292,169  

未 収 金 の 増 減 額 （△は増加） 3,648  

未 払 金 の 増 減 額 （△は減少） 11,885  

小 計 763,744  

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 150  

利 息 の 支 払 額 △ 292,169  

471,725  

2

有形固定資産の取得による支出 △ 459,166  

国 庫 補 助 金 等 に よ る 収 入 58,636  

負 担 金 に よ る 収 入 △ 33,248  

△ 433,778  

3

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 932,200  

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,342,081  

リース債務の支払による支出 △ 8,809  

他会計からの出資による収入 257,401  

△ 161,289  

0  

△ 123,342  

510,918  

387,576  

平成31年度　加西市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（平成31年4月1日から平成32年3月31日まで）

業務活動によるキャッシュ・フロー

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

資 金 に 係 る 換 算 差 額

資 金 増 加 額 又 は 減 少 額

資 金 期 首 残 高

資 金 期 末 残 高
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　１　総         括

法 定 合計
　区　　　分 特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 賃 金 手 当 計 福 利 費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 損益勘定支弁職員 5 20,832 12,624 33,456 10,008 43,464

年 資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0

度 5 20,832 12,624 33,456 10,008 43,464

前 損益勘定支弁職員 4 18,173 11,138 29,311 8,880 38,191

年 資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0

度 4 18,173 11,138 29,311 8,880 38,191

比 損益勘定支弁職員 1 2,659 1,486 4,145 1,128 5,273

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0

較 1 2,659 1,486 4,145 1,128 5,273

扶養手当 地域手当 通勤手当 住居手当 時 間 外 宿 日 直 計
区　　分 勤務手当 手 当

（千円） （千円） （千円）（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 726 0 1,020 436 36 8,426 0 1,980 0 12,624

前 年 度 576 0 1,860 251 48 7,294 0 1,109 0 11,138

比　　較 150 0 △ 840 185 △ 12 1,132 0 871 0 1,486

　２　給料及び手当の増減額の明細 　　（単位　千円）

増減額 　　　 増 減 事 由 別 内 訳 　説　　　　　明 備考

給与改定に伴うもの 35

昇給に伴うもの 202

その他 2,422  会計間異動等による

101

その他 1,275

　３　給料及び手当の状況

(1)　職員１人当りの給与

行　政　職 技能労務職

348,600 338,800

平成31年1月1日現在 401,343 361,500

46 46

395,767 336,500

平成30年1月1日現在 458,380 362,700

51 45平 均 年 齢 （ 歳 ）

区　分

平 均 年 齢 （ 歳 ）

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

区　　　　　分

手　　当

2,659

給与費

合計

合計

 会計間異動等による

給　　料

合計

 期末勤勉手当
 時間外手当

平成31年度  加西市下水道事業給与費明細書

管 理 職
手 当

期末勤勉
手 当

特殊勤務
手 当

職員数

110

1,486 昇給に伴うもの

制度改正に伴うもの

手
当
の
内
訳
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(2)　初任給

行 政 職(円) 技能労務職(円)

(3)　級別職員数

1 25.0
1 100.0

1 25.0
1 25.0
1 25.0

4 100.0 1 100.0

1 100.0
1 33.3

2 66.7

3 100.0 1 100.0

（級別の標準的な職務内容）

(4)　昇給

合　　　計 行　政　職 技能労務職

職員数（Ａ） (人) 5 4 1

昇給に係る職員数（Ｂ） (人) 5 4 1

１号給 (人)

２号給 (人) 1 1

３号給 (人)

４号給 (人) 4 3 1

５号給以上 (人)

比率 （Ｂ）/（Ａ） (％) 100.0 100.0 100.0

職員数（Ａ） (人) 4 3 1

昇給に係る職員数（Ｂ） (人) 4 3 1

１号給 (人)

２号給 (人) 1 1

３号給 (人) 1 1

４号給 (人) 2 1 1

５号給以上 (人)

比率 （Ｂ）/（Ａ） (％) 100.0 100.0 100.0

一 般 会 計 の 制 度

157,000高 校 卒 157,000 157,000 157,000

区 分 行 政 職(円) 技能労務職(円)

　　―

区 分
行 政 職 技 能 労 務 職

級 職 員 数 ( 人 ) 構 成 比 (%)

大 学 卒 185,700 　　― 185,700

構 成 比 (%) 級 職 員 数 ( 人 )

２　級 ２　級
３　級 ３　級
４　級

１　級１　級

計

４　級
平 成 31 年 1 月 1 日 現 在 ５　級 ５　級

６　級

４　級 ４　級

６　級

１　級 １　級

７　級

２　級 ２　級

８　級

前
　
年
　
度

３　級

平 成 30 年 1 月 1 日 現 在 ５　級

７　級

計

３　級

５　級
６　級 ６　級

８　級
計 計

本
　
年
　
度

号給数別内訳

区　　　　　　分

号給数別内訳

区　　分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級 ８　級

行　政　職 主 事 補 主　　事 主　　事 主　　任
係　　長
主　　査

課長補佐

次　　長
部 参 事
課　　長
主　　幹

理　　事
技　　監
部　　長
市 参 事

区　　分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級

技能労務職
技 能 員
労 務 員

技 能 員
労 務 員

技 能 員
労 務 員

班　　長 作 業 長 統括作業長
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(5)　特殊勤務手当

(％) 0.0 0.0 0.0

(％) 0.0 0.0 0.0

(円) 0 0 0

(6)　期末手当、勤勉手当

(7)　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

(8)　その他の手当

職 制 上 の 段
階 、 職 務 の
級 等 に よ る
加 算 措 置

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（ 平 成 31 年 1 月 1 日 現 在 ）

6月(月分)

2.225

2.125

支 給 対 象 職 員 1 人 当 り
支 給 平 均 月 額

支給率計
区　分

支 給 期 別 支 給 率

4.450

前　年　度

一般会計の制度 2.225

有本　年　度 2.225

4.400 有2.275

区　　　　　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

支給率等 24.586875

一般会計の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075

33.27075

住　居　手　当 同　　　じ

扶　養　手　当 同　　　じ

管 理 職 手 当

区 分 全　職　種

47.709 47.709

行　政　職

最高限度
（月分）

そ の 他 の
加算措置等

技能労務職

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

通　勤　手　当 同　　　じ

2.225 4.450 有

同　　　じ

47.709

備　考
(月分)12月(月分)

定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

区　分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）
35年勤続の者

（月分）

47.709
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(単位：千円）

企業債
損益勘定
留保資金

在田南部地
区公共下水
道統合工事

240,000 平成32年度 240,000 0

債務負担行為に関する調書

事　　　項 限　度　額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当 該 年 度 以 降 の
支払義務発生予定額

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額

左の財源内訳

補助金

－ － 240,000 －
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（単位　千円）

　　 資　　産　　の　　部 

1 　固　定　資　産

(1)

イ  310,914

ロ 1,348,870  

783,863 565,007

ハ 50,306,040

16,921,924 33,384,116  

ニ 6,695,512

5,342,128 1,353,384

ホ 3,836

2,088 1,748

へ 25,518

21,668 3,850

ト 81,800

29,450 52,350

チ 839,388

36,510,757

(2)

イ  2,273

ロ 743,656

239,506 504,150

506,423

(3)

イ 20,696

20,696

0

37,017,180

2 　流　動　資　産

(1) 387,576

(2) 155,228

4,380 150,848

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

施 設 利 用 権

建 物

構 築 物

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

貸 倒 引 当 金

現 金 預 金

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

平成31年度 加西市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（平成32年 3月31日)

有 形 固 定 資 産

土 地

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

未 収 金

貸 倒 引 当 金

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

地 上 権

投資その他の資産

破 産 更 生 債 権 等

投資その他の資産合計
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(3) 200

538,624

37,555,804

　　 負　　債　　の　　部 

3 　固　定　負　債

(1)

イ 15,275,692

15,275,692

(2) 1,000,000

(3) 31,681

16,307,373

4 　流　動　負　債

(1)

イ 1,357,442

1,357,442

(2) 16,912

(3) 188,061

(4)

イ 2,712

ロ 513

3,225

(5) 1,700

1,567,340

5 　繰　延　収　益

(1)

イ 17,605,547

ロ 788,343

ハ 3,581,967

21,975,857

リ ー ス 債 務

企 業 債

他 会 計 借 入 金

固 定 負 債 合 計

未 払 金

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

企 業 債 合 計

企 業 債

リ ー ス 債 務

企 業 債 合 計

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金

長 期 前 受 金 合 計

預 り 金

流 動 負 債 合 計

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

引 当 金 合 計

長 期 前 受 金

建設改良費等の財源に
充てるための企業債
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(2)

イ 7,261,248

ロ 301,814

ハ 1,375,044

8,938,106

13,037,751

30,912,464

　　 資　　本　　の　　部 

6 　資　　本　　金 5,554,602

7 　剰　　余　　金

(1)

イ 128,698

128,698

(2)

イ

1,351,197

391,157

0 960,040

960,040

1,088,738

6,643,340

37,555,804

その他未処分利益剰余
金 変 動 額

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金
繰 越 利 益 剰 余 金
年 度 末 残 高

資 本 剰 余 金

補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

当 年 度 純 損 失

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

長 期 前 受 金 収 益 化
累 計 額 合 計

-19-



注　記

重要な会計方針

1 固定資産の減価償却方法

有形固定資産　（リース資産を除く。）

・ 減価償却の方法 定額法による。

・ 主な耐用年数

建物 15～38 年

構築物 50 年

機械及び装置 15 年～20年

車両運搬具 5年

工具器具及び備品 5～10 年

無形固定資産 （リース資産を除く。）

・ 減価償却の方法 定額法による。

・ 主な耐用年数

施設利用権 24年

リース資産

・ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

2 引当金の計上方法

退職給付引当金

賞与引当金

法定福利費引当金

貸倒引当金

それぞれの貸倒実績率により、回収不能見込額を計上している。

（3）

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権・貸倒懸念債権・破産更生債権等を

き、当年度の負担に属する額を計上している。

（3）

となっているため、下水道事業会計においては退職給付引当金を計上せず、普通負担金

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における

支払見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

（4）

拠出時に費用処理を行っている。

Ⅰ．

（１）

（2）

しているが、一般会計との間での「職員の退職手当の負担割合等に関する覚書」に基づき、

追加的な費用負担である当該組合への特別負担金は、全額一般会計において措置すること

（2）

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づ

（1）

本市は、兵庫県市町村職員退職手当組合に加入しており、当該組合に普通負担金を拠出
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3 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお控除対象外消費税及び地方

消費税については、当年度の費用として処理している。

予定キャッシュ・フロー計算書等関連

該当事項なし

予定貸借対照表等関連

1 担保に供している資産及びこれに対応する債務

該当事項なし

2 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債 （当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも

含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は 11,443,596千円である。

3 保証債務又は重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項

該当事項なし

4 引当金の取崩し

賞与引当金の取崩し

賞与引当金 2,857千円を取り崩す。

法定福利費引当金の取崩し

こととなったため、法定福利費引当金 562千円を取り崩す。

リース契約により使用する固定資産

準じた会計処理を行っている。

セグメント情報の開示

1 セグメントの概要

ており、各事業で、運営方針等を決定していることから、それらを報告セグメントとしている。

2 報告セグメントごとの事業の内容

国土交通省所管事業で、市街化区域における雨水排除、市街化区域

及び市街化調整区域におけるし尿・生活雑排水等の処理

農林水産省所管事業で、農業集落におけるし尿・生活雑排水等の処理

環境省所管事業で、し尿・生活雑排水等の処理

Ⅳ．

加西市下水道事業は、公共下水道事業、農業集落排水事業及びコミュニティプラント事業を運営し

公 共 下 水 道 事 業

平成31年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として 1,585千円を支出する

農 業 集 落 排 水 事 業

コミュニティプラント事業

（1）

平成31年度において、期末手当及び勤勉手当として 8,426千円を支給することとなったため、

（2）

リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に

Ⅴ．

セグメント区分 事業の内容

Ⅱ．

Ⅲ．
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3 報告セグメントごとの財務情報（平成31年4月1日～平成32年3月31日） （単位　千円）

1 1

250,605 24,645 549,732

685,995 316,179 331,161 1,333,335

906,696

2,070,994

△ 1,164,298

△ 391,156

114,254

601,098

△ 486,844

△ 214,329

123,419

527,158

△ 403,739

△ 262,111

特別損失

有形固定資産

及び無形固定

資産の増加額

669,023

942,738

△ 273,715

85,284

274,482

　営業費用

　経常損益

　その他項目

他会計繰入金

減価償却費

23,479,330　セグメント資産

　セグメント負債

14,963

6,886,568

8,855,469

5,516

　営業損益

2,950,220

512,632

農業集落排水事業事業区分 公共下水道事業

7,189,906

合計
コミュニティプラント
事 業

　営業収益

37,555,804

30,912,464

533,111

19,106,775
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（単位　千円）

1 　営　業　収　益

(1) 892,953

(2) 25,219

(3) 583 918,755

2 　営　業　費　用

(1) 110,109

(2) 543,363

(3) 44,287

(4) 20,266

(5) 1,371,673 2,089,698  

1,170,943

3 　営 業 外 収 益

(1) 120

(2) 560,164

(3) 0

(4) 513,395

(5) 3,626 1,077,305

4 　営 業 外 費 用

(1) 320,511

(2) ― 320,511 756,794

414,149

5 　特　別　利　益

(1) 0 0

6 　特　別　損　失

(1) 1

(2) 0 1 1△       

414,150

1,765,347

1,351,197

平成30年度　加西市下水道事業予定損益計算書（前年度分）

(平成30年 4月 1日から平成31年 3月31日)

過 年 度 損 益 修 正 益

他 会 計 負 担 金

使 用 料

減 価 償 却 費

総 係 費

業 務 費

処 理 場 費

そ の 他 営 業 収 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 純 損 失

消 費 税

経 常 損 失

そ の 他 特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

当年度未処分利益剰余金

支払利息及び企業債取扱諸費

管 渠 費

営 業 損 失

雑 収 益

消 費 税 還 付 金

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他会計補助金及び負担金

長 期 前 受 金 戻 入

-23-



（単位　千円）

　　 資　　産　　の　　部 

1 　固　定　資　産

(1)

イ  296,914

ロ 1,349,023  

756,385 592,638

ハ 50,325,200

15,943,748 34,381,452  

ニ 6,682,507

5,095,362 1,587,145

ホ 2,198

2,088 110

へ 25,094

20,829 4,265

ト 81,800

22,087 59,713

チ 381,968

37,304,205

(2)

イ  2,273

ロ 707,836

166,793 541,043

543,316

(3)

イ 20,696

20,696

0

37,847,521

2 　流　動　資　産

(1) 510,918

(2) 162,901

4,377 158,524

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

施 設 利 用 権

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産 合 計

投資その他の資産

破 産 更 生 債 権 等

貸 倒 引 当 金

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

地 上 権

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

平成30年度 加西市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（平成31年 3月31日)

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額
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(3) 200

669,642

38,517,163

　　 負　　債　　の　　部 

3 　固　定　負　債

(1)

イ 15,700,934

15,700,934

(2) 1,000,000

(3) 44,321

16,745,255

4 　流　動　負　債

(1)

イ 1,342,081

1,342,081

(2) 13,081

(3) 111,040

(4)

イ 2,857

ロ 562

3,419

(5) 1,700

1,471,321

5 　繰　延　収　益

(1)

イ 17,546,911

ロ 788,343

ハ 3,619,240

21,954,494

補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

長 期 前 受 金 合 計

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

預 り 金

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

未 払 金

引 当 金

企 業 債 合 計

他 会 計 借 入 金

固 定 負 債 合 計

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

リ ー ス 債 務

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債
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(2)

イ 6,869,829

ロ 285,047

ハ 1,276,127

8,431,003

13,523,491

31,740,067

　　 資　　本　　の　　部 

6 　資　　本　　金 5,297,201

7 　剰　　余　　金

(1)

イ 128,698

128,698

(2)

イ

1,765,347

414,150

0 1,351,197

1,351,197

1,479,895

6,777,096

38,517,163

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

当 年 度 未 処 分 利 益
剰 余 金
繰 越 利 益 剰 余 金
年 度 末 残 高

当 年 度 純 損 失

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

長 期 前 受 金 収 益 化
累 計 額 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

資 本 剰 余 金

補 助 金

その他未処分利益剰
余 金 変 動 額
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